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（平成28年９月28日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第640号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成28年９月28日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号
平成27年２月26日 奈良市指令都整開 第14Ａ－26号
平成28年８月23日 奈良市指令都整開

第14Ａ－26－１号
２ 検査済証の交付年月日及び番号
開発行為 平成28年９月28日 第1540号
公共施設 平成28年９月28日 第732号

３ 開発区域に含まれる地域
奈良市登美ヶ丘四丁目779番38、779番39並びに中山町
西一丁目823番２、823番６、823番７及び823番８
４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市登美ヶ丘四丁目８番１号
株式会社ヘルシーバンク 代表取締役 岡田 純一

５ 公共施設の種類、位置及び区域
⑴ 道路
奈良市登美ヶ丘四丁目779番38の一部及び779番39の
一部並びに中山町西一丁目823番２の一部

⑵ 調整池
奈良市中山町西一丁目823番２の一部及び823番６の
一部

（平成28年９月28日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第641号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第10条第３項の規定により利用者又は所有
者から引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、
奈良市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（昭和59
年奈良市規則第35号）第５条の規定により告示します。
平成28年９月29日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 処分の根拠
移動日から60日経過したにもかかわらず、引取りがな
いため。
２ 処分対象自転車等の保管場所

奈良市大安寺西二丁目288－１
奈良市自転車等保管施設

３ 処分年月日
平成28年９月29日

４ 処分対象自転車等の移動年月日
平成28年３月１日、同月３日、同月４日、同月７日、

同月10日、同月11日、同月13日、同月15日、同月17日、

同月24日及び同月25日
（平成28年９月29日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第642号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成28年９月29日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成28年９月27日
３ 移動対象区域

近鉄奈良駅周辺、近鉄大和西大寺駅周辺、近鉄西ノ京
駅周辺及び近鉄平城駅周辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成28年９月29日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第643号
奈良市認知症高齢者グループホーム等スプリンクラー等
整備費補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように
定める。
平成28年９月29日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市認知症高齢者グループホーム等スプリンクラ
ー等整備費補助金交付要綱の一部を改正する告示

奈良市認知症高齢者グループホーム等スプリンクラー等
整備費補助金交付要綱（平成22年奈良市告示第461号）の
一部を次のように改正する。
題名を次のように改める。

奈良市既存小規模福祉施設等スプリンクラー等整備
費補助金交付要綱

第１条を次のように改める。
（目的）
第１条 小規模福祉施設等におけるスプリンクラー等を整
備する事業に要する経費について、予算の範囲内におい
て奈良市既存小規模福祉施設等スプリンクラー等整備費
補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、
その交付に関しては、社会福祉法人の助成申請手続きに
関する条例（昭和47年奈良市条例第23号）及び奈良市補
助金等交付規則（昭和59年奈良市規則第23号。以下「規
則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定める
ところによる。
第１条の次に次の１条を加える。
（定義）
第１条の２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の
意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑴ 小規模福祉施設等 次に掲げる施設をいう。
ア 特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律
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第133号）第20条の５に規定する特別養護老人ホー
ムをいう。）
イ 介護老人保健施設（介護保険法（平成９年法律第
123号。以下「法」という。）第８条第28項に定める
介護老人保健施設をいう。）

ウ 養護老人ホーム（老人福祉法第20条の４に規定す
る養護老人ホームをいう。）
エ 軽費老人ホーム（老人福祉法第20条の６に規定す
る軽費老人ホームをいう。）
オ 老人短期入所施設（法第８条第９項に規定する短
期入所生活介護及び法第８条の２第７項に規定する
介護予防短期入所生活介護を行う事業所をいう。）
カ 認知症高齢者グループホーム（法第８条第20項に
規定する認知症対応型共同生活介護及び法第８条の
２第15項に規定する介護予防認知症対応型共同生活
介護を行う事業所をいう。）

キ 小規模多機能型居宅介護事業所（法第８条第19項
に規定する小規模多機能型居宅介護及び法第８条の
２第14項に規定する介護予防小規模能型居宅介護を
行う事業所をいう。）
ク 看護小規模多機能型居宅介護事業所（介護保険法
施行規則（平成11年厚生省令第36号）第17条の12に
規定する看護小規模多機能型居宅介護を行う事業所
をいう。）

ケ 有料老人ホーム（老人福祉法第29条第１項に規定
する有料老人ホームのうち、同項の規定による届出
を行ったものをいう。）

コ 指定通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深
夜に指定通所介護以外のサービスを提供する旨の届
出を行っている指定通所介護事業所（「指定通所介
護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所
介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員、
設備及び運営に関する指針について」（平成27年４
月30日付老振発第0430第１号）に基づき、指定通所
介護事業所において夜間及び深夜に指定通所介護等
以外のサービスを提供する場合の届出を行ったもの
をいう。）

⑵ スプリンクラー等 スプリンクラー設備、自動火災
報知設備及び消防機関へ通報する火災報知設備をいう。

第２条各号列記以外の部分中「グループホーム等」を
「小規模福祉施設等」に改め、同条第１号を削り、同条第
２号中「グループホーム等」を「小規模福祉施設等」に改
め、同号を同条第１号とし、同条中第３号を第２号とし、
同条第４号中「グループホーム等」を「小規模福祉施設
等」に改め、「（昭和38年法律第133号）」を削り、同号を同
条第３号とする。
第３条を次のように改める。
（補助対象事業）
第３条 補助金の交付を受けることができる事業（以下「
補助対象事業」という。）は、地域介護・福祉空間整備
等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付

金実施要綱（平成18年５月29日付老発第0529001号厚生
労働省老健局長通知）に規定する平成27年４月1日にお
いて現に存する小規模福祉施設等においてスプリンクラ
ー設備等を整備する事業で、小規模福祉施設等へのスプ
リンクラー等を整備するもの（建築基準法（昭和25年法
律第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）等関係法
令に適合した防火設備を整備する事業に限る。）とする。
第５条第１号を次のように改める。
⑴ スプリンクラー設備 次に掲げる区分に応じ、それ
ぞれ次に定める額
ア 消火ポンプユニット等を設置しない場合 延べ床
面積１平方メートル当たり9,260円に小規模福祉施
設等の床面積を乗じて得た額
イ 消火ポンプユニット等を設置する場合 延べ床面
積１平方メートル当たり9,260円に小規模福祉施設
等の床面積を乗じて得た額に2,320,000円を加えた
額

第５条第２号中「1,000,000円」を「1,030,000円」に改
め、同条第３号中「300,000円」を「310,000円」に改める。
別表を次のように改める。
別表（第２条関係）

別記第１号様式を次のように改める。
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整備する設備 防火対象物の床面積の面積要件

スプリンクラー 1,000平方メートル未満

自動火災報知設備 300平方メートル未満

消防機関へ通報する
火災報知設備 500平方メートル未満



別記
第１号様式（第６条関係）

第５号様式（第８条関係）
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別記第３号様式及び第４号様式中「認知症高齢者グループホーム等スプリンクラー等整備事業費補助金」を「既存小
規模福祉施設等スプリンクラー等整備費補助金」に改める。
別記第５号様式を次のように改める。



附 則
この告示は、平成28年９月29日から施行する。

（平成28年９月29日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第644号
奈良市国民健康保険一般被保険者返納通知書を送付しま
したが、その送達を受けるべき者の住所等が不明のため送
達することができないので、奈良市国民健康保険条例（昭
和34年奈良市条例第13号）第22条において準用する地方税
法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により、次
のとおり公示送達します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、奈良市保健福祉
部国保年金課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申
し出があればいつでも交付します。
平成28年９月29日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ この通知書の発送年月日
平成28年７月12日・平成28年８月12日

２ 送達を受けるべき者
別紙公示送達名簿に記載

別紙省略
（平成28年９月29日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第645号
平成28年度後期高齢者医療保険料額決定通知書兼納入通
知書を郵送しましたが、その送達を受けるべき者の住所等
が不明のため送達することができないので、高齢者の医療
の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第112条にお
いて準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の
２第１項の規定により、次のとおり公示送達します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、保健福祉部保険
医療室福祉医療課で保管し、送達を受けるべき者から交付
の申出があればいつでも交付します。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸

（平成28年９月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第646号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市契約規則（昭和40年奈良市規則第43号）第２条の規定に
より公告いたします。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 入札に付する事項
⑴ 業 務 名 COOL CHOICE普及啓発事業企画・運営

業務委託
⑵ 詳 細 別紙仕様書のとおり
⑶ 契約期間 契約締結日から平成29年２月28日（火）

まで
⑷ 担 当 課 奈良市環境部環境政策課

電話 0742－34－4591
以下省略

（平成28年９月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第647号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号

平成27年10月20日 奈良市指令都整開 第15Ａ－26号
平成28年６月30日 奈良市指令都整開

第15Ａ－26－１号
２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成28年９月30日 第1541号
公共施設 平成28年９月30日 第733号

３ 開発区域に含まれる地域
（Ⅰ工区）
奈良市左京五丁目４番２、12番の一部及び15番の一部

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名
大阪市淀川区宮原一丁目６番１号
セキスイハイム近畿株式会社
代表取締役 八木 健次

５ 公共施設の種類、位置及び区域
⑴ 消火栓

奈良市左京五丁目12番の一部
（平成28年９月30日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第648号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
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１ この通知書の発送年月日 平成28年７月15日

２ 送達を受けるべき者 省略

１ この通知書の発送年月日 平成28年７月15日

２ この公示送達により変更
する納期限

変更前
平成28年８月１日
平成28年８月31日
平成28年９月30日

変更後
平成28年10月31日

３ 送達を受けるべき者 省略



１ 許可の年月日及び番号
平成28年７月６日 奈良市指令整開 第16Ａ－４号
平成28年９月16日 奈良市指令整開

第16Ａ－４－１号
２ 検査済証の交付年月日及び番号
開発行為 平成28年９月30日 第1542号
公共施設 平成28年９月30日 第734号

３ 開発区域に含まれる地域
奈良市秋篠町1347番１、1348番１、1348番４、1348番
５、1349番３、1349番７、1350番１、1350番３、1354番、
1355番１、1356番１、1585番２、1587番１、1647番、
1722番、1723番、1724番、1725番２、1755番及び1756番
４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

福岡市博多区博多駅東二丁目10番１号
第一福岡ビルＳ館４階
株式会社コスモス薬品 代表取締役 宇野 正晃

５ 公共施設の種類、位置及び区域
⑴ 緑 地 奈良市秋篠町1347番１の一部及び1349番

７の一部
⑵ 防火水槽 奈良市秋篠町1354番の一部
⑶ 調 整 池 奈良市秋篠町1348番５の一部、1349番３

の一部、1350番１の一部、1354番の一部、
1355番１の一部、1585番２の一部、1723番
の一部、1724番の一部及び1725番２の一部

（平成28年９月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第649号
奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業費助成金交付
要綱を廃止する告示を次のように定める。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業費助成金
交付要綱を廃止する告示

奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業費助成金交付
要綱（平成16年奈良市告示第289号）は、廃止する。

附 則
（施行期日）
１ この告示は、平成28年10月１日から施行する。
（経過措置）
２ この告示の施行の前にこの告示による廃止前の奈良市
不妊に悩む方への特定治療支援事業費助成金交付要綱（
以下「旧要綱」という。）第６条の規定に基づきなされ
た申請に係る特定不妊治療の助成金の交付については、
旧要綱の規定は、なおその効力を有する。

（平成28年９月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第650号
奈良市一般不妊治療費等助成金交付要綱を廃止する告示
を次のように定める。
平成28年９月30日

奈良市長 仲 川 元 庸

奈良市一般不妊治療費等助成金交付要綱を廃止する
告示

奈良市一般不妊治療費等助成金交付要綱（平成23年奈良
市告示第507号）は、廃止する。

附 則
（施行期日）
１ この告示は、平成28年10月１日から施行する。
（経過措置）
２ この告示の施行の前にこの告示による廃止前の奈良市
一般不妊治療費等助成金交付要綱（以下「旧要綱」とい
う。）第６条の規定に基づきなされた申請に係る一般不
妊治療費等助成金の交付については、旧要綱の規定は、
なおその効力を有する。

（平成28年９月30日掲示済）

監 査
奈良市監査委員告示第16号
地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の規
定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知が
あったので、次のとおり公表します。
平成28年９月29日

奈良市監査委員 東 口 喜代一
同 中 本 勝
同 柿 本 元 気
同 東久保 耕 也

保護第一課（くらしと仕事支援室を含む。）、保護第二課
監査結果公表日 平成28年６月29日

（奈良市監査委員告示第13号）
措置結果通知日 平成28年９月27日

健康増進課
監査結果公表日 平成28年６月29日

（奈良市監査委員告示第13号）
措置結果通知日 平成28年９月26日
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【監査の結果】 【措置の内容】

⑵ 職員（１名）が市外出
張したが、旅費を支給し
ていなかった。職員等の
旅費に関する条例に則り、
適正な事務処理を行われ
たい。

⑵ 未支給の旅費について
は、当該職員に対して支
給しました。今後は、職
員等の旅費に関する条例
に則り、適正な事務処理
を行います。

【監査の結果】 【措置の内容】

⑴ 水切りネット等を購入
した納品書に貼付されて
いるレシートの日付より
も後の日付で支出負担行
為伺書を起票し、同日に
決裁を受け、発注を行っ
ている事例があった。支

⑴ 需用費の執行について
は、奈良市会計規則第24
条第１項の規定に則り、
契約締結のときに支出負
担行為を整理するよう徹
底しました。
今後は、適正な事務処



（平成28年９月29日掲示済）

公 営 企 業
奈良市企業局告示第63号
公共下水道の供用及び下水の処理を開始するので、下水
道法（昭和33年法律第79号）第９条の規定に基づき次のと
おり公示します。
その関係図書は、平成28年９月１日から２週間、奈良市
企業局管理部下水道計画管理課に備え置いて縦覧に供しま
す。
平成28年９月１日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日
平成28年９月15日

２－１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域
奈良市百楽園五丁目、押熊町、山陵町、あやめ池北一
丁目、若葉台三丁目、平松三丁目及び平松五丁目の各一
部
２－２ 公共汚水桝設置申請のうち、供用を開始する箇所

奈良市登美ヶ丘六丁目805番28、あやめ池南一丁目
1106番119、四条大路五丁目1034番４、1035番１、四条
大路五丁目1034番３及び白毫寺町748番37
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出負担行為は、地方自治
法第232条の３に規定さ
れているとおり、支出の
原因となるべき契約その
他の行為であることから、
当該契約日は購入を行っ
た日であり、支出負担行
為を行わず契約を締結し
たことになる。奈良市会
計規則第24条第１項の規
定に則り、需用費の執行
については、契約締結の
ときに支出負担行為を整
理するよう、適正な事務
処理を行われたい。
⑵ ４か月児健康診査技術
委託料の単価契約（予算
額1,000万円以上）にお
いて、所管課長が予定価
格を決定していた。「予
定価格及び最低制限価格
等の設定に関する事務取
扱要領」では、当該予定
価格決定者は、次長職以
上の職員となっている。
適正な契約事務を行われ
たい。

理を行います。

⑵ ４か月児健康診査技術
委託料の単価契約（予算
額1,000万円以上）につ
いて、「予定価格及び最
低制限価格等の設定に関
する事務取扱要領」に定
めるとおり、平成28年度
から次長職以上の職員を
予定価格決定者としまし
た。

３ 供用を開始する排水施設の位置

管 渠 番 号 起 点 終 点 備考

鶴舞西第１幹線－47 奈良市百楽園五丁目2818番112 奈良市百楽園五丁目2814番４ ①

中登美ヶ丘幹線－34 奈良市押熊町2063番１ 奈良市押熊町2058番１ ②

中登美ヶ丘幹線－35 奈良市押熊町2063番１ 奈良市押熊町2058番１ ②

山陵第２幹線－106 奈良市山陵町2110番 奈良市山陵町2079番 ③

あやめ池北幹線－160 奈良市あやめ池北一丁目1327番３ 奈良市あやめ池北一丁目1343番24 ④

西大寺南幹線－270 奈良市若葉台三丁目1988番 奈良市若葉台三丁目1987番１ ⑤

平松幹線－108 奈良市平松三丁目212番２ 奈良市平松三丁目212番１ ⑥

五条幹線－238 奈良市平松五丁目620番９ 奈良市平松五丁目632番１・632番２ ⑦

４ 供用を開始する排水施設の合流式及び分流式の別
分流式

５ 終末処理場の位置及び名称
大和郡山市額田部南町160番地 奈良県浄化センター

（平成28年９月１日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第64号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月１日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項



口径25粍鉛給水管布設替工事、奈良市神功四丁目・神
功五丁目地内他８件（工事種別、工事番号、工事名称、
工事場所、工期、工事概要、予定価格及び最低制限基準
価格は別表のとおり）
以下省略

（平成28年９月１日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第65号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施
行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月１日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項
１ 工 事 名 緑ヶ丘浄水場PAC受入槽更新工事
２ 工事場所 奈良市奈良阪町地内
３ 工事期間 契約の日から平成29年２月28日まで
４ 工事概要 PAC受入槽（FRP製、40㎥）……２台
５ 予定価格 27,027千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
６ 最低制限基準価格 22,257千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
以下省略

（平成28年９月１日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第66号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月１日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項
１ 工 事 名 西部地域濁度計更新工事
２ 工事場所 奈良市朱雀一丁目地内 他３箇所
３ 工事期間 契約の日から平成29年２月28日まで
４ 工事概要 既設濁度計の撤去及び新設濁色度計の据

付……各所 １台 計４箇所（計４台）
５ 予定価格 11,057千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
６ 最低制限基準価格 9,951千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
以下省略

（平成28年９月１日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第67号
奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成10年奈
良市水道局管理規程第７号）第７条の規定により奈良市企
業局指定給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の廃
止の届出があったので、同規程第10条の規定により次のと
おり公示します。
平成28年９月８日

奈良市公営企業管理者
池 田 修
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名 称 代表者氏名 所 在 地 指 定 日

㈱信幸 代表取締役
村田 克彦 奈良県大和郡山市美濃庄町711番地の１ 平成28年８月31日

（平成28年９月８日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第68号
奈良都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（昭和
45年奈良市条例第16号）第５条の規定により、負担金の賦
課対象区域を定めましたので、次のとおり告示します。
なお、関係図書は平成28年９月12日から２週間、本市企
業局管理部下水道計画管理課に備え置いて縦覧に供します。
平成28年９月９日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

賦課対象区域
（第２負担区）
法華寺町の一部
五条三丁目の一部
五条西一丁目の一部
西大寺芝町二丁目の一部

中町の一部
三碓七丁目の一部
杏町の一部

（平成28年９月９日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第69号
地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第33条の２の
規定に基づき、宿日直窓口収納業務を次のとおり委託した
ので、地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第
26条の４第１項の規定に基づき告示します。
平成28年９月13日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

宿日直窓口収納業務を委託する者
奈良市芝辻町四丁目６－２
南都ビルサービス株式会社
代表取締役 田畑 晴敏



（委託期間） 平成28年６月１日～平成29年３月31日
（委託場所） 奈良市法華寺町264番地１ 奈良市企業局

（平成28年９月13日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第70号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施
行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月15日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項
公共下水道築造工事（管）及び口径50粍配水支・枝管
移設工事、奈良市山町地内他 他１件（工事種別、工事
番号、工事名称、工事場所、工期、工事概要、予定価格
及び最低制限基準価格は別表のとおり）
以下省略

（平成28年９月15日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第71号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施
行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月15日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項
１ 工 事 名 木津浄水場汚泥引抜きポンプ更新工事
２ 工事場所 京都府木津川市鹿背山地内
３ 工事期間 契約の日から平成29年２月28日まで
４ 工事概要 汚泥引抜きポンプ……２台

現場操作盤……………１面
５ 予定価格 6,794千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
６ 最低制限基準価格 5,529千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
以下省略

（平成28年９月15日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第72号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施
行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
平成28年９月15日

奈良市公営企業管理者

池 田 修
第１ 入札に付する事項
１ 工 事 名 木津浄水場高速ろ過池真空ポンプ更新工

事
２ 工事場所 京都府木津川市鹿背山地内
３ 工事期間 契約の日から平成29年２月28日まで
４ 工事概要 真空ポンプ据付撤去……１台
５ 予定価格 2,148千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
６ 最低制限基準価格 1,636千円

（消費税及び地方消費税を除く。）
以下省略

（平成28年９月15日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示73号
次のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施
行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び奈良
市企業局契約に関する規程（平成９年奈良市水道局管理規
程第４号）において準用する奈良市契約規則（昭和40年奈
良市規則第43号）第２条の規定により公告します。
なお、この入札は、変動型最低制限価格制度を採用しま
す。詳細は、予定価格及び最低制限価格等の設定に関する
事務取扱要領によります。
平成28年９月15日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

第１ 入札に付する事項
１ 工 事 名 大安寺第１処理分区管渠

きょ

改築工事
２ 工事場所 奈良市三条桧町地内
３ 工事期間 契約日から平成29年３月24日まで
４ 工事概要 製管工法による合流式下水道管渠の管渠

更生工
既設管径1200㎜ Ｌ＝149.4ⅿ
マンホール改良工 ３箇所
小型マンホール設置工 １箇所
管渠前処理工 一式

５ 予定価格 58,679千円
（消費税及び地方消費税を除く。）

６ 最低制限モデル型算出価格 46,172千円
（消費税及び地方消費税を除く。）

以下省略
（平成28年９月15日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市企業局告示第74号
奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成10年奈
良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により奈
良市企業局指定給水装置工事事業者を指定したので、同規
程第10条の規定により次のとおり公示します。
平成28年９月29日

奈良市公営企業管理者
池 田 修
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（平成28年９月29日掲示済）

消 防
奈良市消防局告示第４号
消防法（昭和23年法律第186号）第17条の４第１項の規
定により次のとおり命令をしたので、奈良市火災予防査察
規程（平成19年奈良市消防局長訓令甲第８号）第32条第１
項の規定により公示します。
平成28年９月６日

奈良市消防局長 酒 井 孝 師
対象物所在地 奈良市高畑町915番地
対象物名称 八木酒造株式会社
命令を受けたもの 八木酒造株式会社

代表取締役 八木 威樹
上記対象物については、消防法第17条第１項違反と認め
るので、消防法第17条の４第１項の規定に基づき、次のと
おり命令します。
命令事項
１ 平成29年１月31日までに、西棟に屋内消火栓設備を
設置すること。（消防法施行令（昭和36年政令第37号）
第11条第１項第２号）

２ 平成29年１月31日までに、西棟及び東棟に自動火災
報知設備を設置すること。（消防法施行令第21条第１
項第４号）

（平成28年９月６日掲示済）

教 育 委 員 会
奈良市教育委員会告示第50号
奈良市青少年野外活動センターの指定管理者を公募しま
すので､奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続
等に関する条例（平成17年奈良市条例第85号）第２条の規
定により､次のとおり告示します｡
平成28年９月２日

奈良市教育委員会
委員長 杉 江 雅 彦

１ 公の施設の所在地及び名称
奈良市阪原町25番地の１
奈良市青少年野外活動センター

２ 指定管理者が行う業務の範囲
⑴ 奈良市青少年野外活動センターの事業の実施に関す
ること。

⑵ 奈良市青少年野外活動センターの使用承認及び使用
制限に関すること。

⑶ 奈良市青少年野外活動センターの施設及び附属設備
の維持管理に関すること。

⑷ その他市長が定めること。
３ 指定予定期間

平成29年４月１日から平成31年３月31日まで
４ 指定申請の方法
⑴ 指定申請書等の配布及び提出場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市教育委員会事務局教育総務部生涯学習課

⑵ 申請期間
平成28年９月５日から平成28年９月30日まで

⑶ 提出書類
奈良市青少年野外活動センター指定管理者指定申請
書に､次の書類を添えて提出してください｡
ア 奈良市青少年野外活動センター指定管理者事業計
画書
イ 奈良市青少年野外活動センター指定管理者収支予
算書
ウ 団体の定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明
書（法人以外の団体にあっては、会則その他これに
類する書類の写し及び代表者の住民票の写し）
エ 団体の前事業年度の事業報告書、収支計算書、貸
借対照表その他活動の内容及び財務の状況がわかる
書類
オ 団体の現事業年度の事業計画書、収支予算書その
他活動の内容及び財務の状況がわかる書類
カ 団体の役員名簿
キ 団体が平成27年度分の法人市町村民税の滞納がな
い旨の証明書
ク 団体の代表者が平成27年度分の個人市町村民税の
滞納がない旨の証明書
ケ 業務の再委託を行わせる場合、暴力団及び暴力団
関係者を再委託先としない旨の誓約書
コ 事業提案書
サ 共同体にあっては、指定管理者の指定の申請に係
る共同体結成に関する届出書及び共同体による指定
管理者の指定の申請の手続に係る委任状

５ その他
その他の詳細は、奈良市青少年野外活動センター指定
管理者募集要項によります。
６ 問い合わせ先

奈良市教育委員会事務局教育総務部生涯学習課
電話0742－34－5471

（平成28年９月２日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市教育委員会告示第51号
平成28年９月臨時教育委員会を次のとおり開催しますの
で、奈良市教育委員会会議規則（昭和57年奈良市教育委員
会規則第12号）第３条第２項の規定により告示します。
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平成28年９月７日
奈良市教育委員会
委員長 杉 江 雅 彦

１ 日 時
平成28年９月９日（金）
午後４時30分から

２ 場 所
奈良市役所 北棟６階 第23会議室

３ 会議に付すべき事案
議事
議案第33号 教職員の人事について
傍聴受付は、開催日の午後３時30分から午後４時20分ま
でです。定員は５名で、定員になり次第締切させていただ
きます。

（平成28年９月７日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市教育委員会告示第52号
平成28年９月定例教育委員会を次のとおり開催しますの
で、奈良市教育委員会会議規則（昭和57年奈良市教育委員
会規則第12号）第３条第２項の規定により告示します。
平成28年９月21日

奈良市教育委員会
委員長 杉 江 雅 彦

１ 日 時
平成28年９月27日（火）
午前10時から

２ 場 所
奈良市役所 北棟６階 第22会議室

３ 会議に付すべき事案
教育長報告
⑴ 平成28年度９月補正予算要求内示額について
⑵ 西部図書館の臨時休館について

議事
議案第34号 人事異動について
議案第35号 奈良市文化財保護審議会委員の委嘱につい

て
議案第36号 奈良市通級指導教室設置要綱の一部改正に

ついて
その他
⑴ 奈良市教育委員会の後援・共催にかかる事業につ
いて ８月～９月

傍聴受付は、開催日の午前９時から午前９時50分までで
す。定員は５名で、定員になり次第締切させていただきま
す。

（平成28年９月21日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市教育委員会告示第53号
平成28年９月臨時教育委員会を次のとおり開催しますの
で、奈良市教育委員会会議規則（昭和57年奈良市教育委員
会規則第12号）第３条第２項の規定により告示します。
平成28年９月28日

奈良市教育委員会
委員長 杉 江 雅 彦

１ 日 時
平成28年９月30日（金）
午前９時30分から

２ 場 所
奈良市役所 北棟５階 第20会議室

３ 会議に付すべき事案
教育長報告
⑴ 人事について
議事
議案第38号 人事について
議案第39号 指導主事等の人事について
議案第40号 職員の事務従事について
傍聴受付は、開催日の午前８時30分から午前９時20分ま
でです。定員は５名で、定員になり次第締切させていただ
きます。

（平成28年９月28日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市教育委員会告示第54号
奈良市通級指導教室設置要綱の一部を改正する告示を次
のように定める。
平成28年９月29日

奈良市教育委員会
委員長 杉 江 雅 彦

奈良市通級指導教室設置要綱の一部を改正する告示
奈良市通級指導教室設置要綱（平成20年奈良市教育委員
会告示第43号）の一部を次のように改正する。
第１条及び第３条中「行なう」を「行う」に改める。
第２条の表に次のように加える。

第３条第２項中「及び市内の幼稚園に在籍する幼児で前
項各号に該当するものの保護者及び当該児童等又は幼児の
在籍する学校園」を「の保護者及び当該児童等の在籍する
学校」に改める。

附 則
この告示は、平成28年10月１日から施行する。

（平成28年９月29日掲示済）

選挙管理委員会
奈良市選挙管理委員会告示第38号
平成28年９月２日現在における地方自治法（昭和22年法
律第67号）第74条第１項及び第75条第１項並びに市町村の
合併の特例に関する法律（平成16年法律第59号）第４条第
１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数
の50分の１の数並びに市町村の合併の特例に関する法律第
４条第11項及び第５条第15項に規定する選挙権を有する者
の総数の６分の１の数並びに地方自治法第76条第１項、第
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80条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教
育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162
号）第８条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の３
分の１の数は、次のとおりです。
平成28年９月２日

奈良市選挙管理委員会
委員長 西久保 武 志

50分の１の数 6,117人
６分の１の数 50,974人
３分の１の数 101,947人

（平成28年９月２日掲示済）

農 業 委 員 会
奈良市農業委員会告示第18号
奈良市農業委員会平成28年９月農地部会の会議を次のと
おり招集しますので、奈良市農業委員会部会会議規則（昭
和32年奈良市農業委員会告示第４号）第３条第１項の規定
により告示します。
平成28年９月７日

奈良市農業委員会
農地部会長 今 中 阿 雄

１ 日時
平成28年９月14日（水） 午前９時30分

２ 場所
奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市役所 北棟６階 第22会議室

３ 審議案件
⑴ 農地法（昭和27年法律第229号）第３条、第４条及
び第５条に関する許可申請及び届出について

⑵ 相続税の納税猶予に関する適格者証明について
⑶ 生産緑地に係る農業の主たる従事者等に関する証明
について

⑷ 農地法第18条第６項の規定による通知の受理につい
て（８月専決処理分）

⑸ 水田利用転換届出について（８月専決処理分）
⑹ 知事許可について（８月許可分）

（平成28年９月７日掲示済）
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奈 良 市 民 憲 章

奈良は日本のふるさと。美しい自然とすぐれた文化遺

産を守り、古都に住むものにふさわしい自覚と誇りに生

きましょう。

奈良は未来をひらくまち。青少年は健康で、はつらつ

と、正しく強い人間になりましょう。

奈良は善意のまち。みんなのしあわせのために、おた

がいに助けあいましょう。

奈良は清潔で平和なまち。旅行者にはあたたかく親切

に接しましょう。

奈良はのびゆくまち。市民の創意で、伝統と調和のと

れた新しい住みよいまちづくりをしましょう。


